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いまこそ、広い視野を
ESCO「産業」への展望

今号のニュースレターではESCO市場規模調査報
告が掲載されています。これを概観すると、04年
度は大きく落ち込んでいるように見えますが、これ
はむしろ03年度の業績が例外的に高かったと解
釈すべきで、調査をはじめてから8年というスパン
で考えると、まずはよく健闘していると思います。
日本でのESCO事業は産業部門が中心になって
発展してきましたが、欧米と比較しても実は特殊な
状況です。これは日本の産業構造をよく表してい
ますし、エネルギー消費は圧倒的に産業部門が多
いわけですから、国の省エネルギー政策が、少な
くともここまではうまく機能してきた、とも言えるので
はないでしょうか。
業務部門に関しては、さらなる政策的な後押しも
必要ですが、私たちが地道にアピールをして認知
度を高めることが重要でしょう。例えば当協議会と
しては、事業件数、出来高だけではなくて、省エ
ネルギー量を集計するなどを通して、社会にこれま
でにないインパクトを与える、といったことも考える
べきかもしれません。

大きなビジネス・チャンスの到来

今後の展望としては、なんと言っても京都議定書
の最初の約束年である2008年が目前に迫ってい
るという状況があります。「地球温暖化対策推進
大綱」、あるいは「京都議定書目標達成計画」が
閣議決定されるなどの動きもありますし、これから
本格的な見直しが国を挙げて行われるでしょう。
目標達成は相当に厳しい。限られた時間の中で
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写真／株式会社名古屋銀行高針ビル

中上英俊
ESCO推進協議会　副会長
株式会社住環境計画研究所　所長

なにができるでしょうか。
ESCOというのは、言わば既存のストックに対して
何ができるか、ということですね。これから工場や
住宅を建て替えることは現実的ではない。今ある
ものを変えていかなければならないとしたら、
ESCOしかないとも言えるのです。
これは大きなビジネスチャンスであると共に大きな社
会貢献ともなります。議定書の約束期間は08年
から12年です。この中でやれることは実はたくさん
あるのではないでしょうか。このことは国、そして
ユーザーへも強くアピールしたいと思いますね。

アジアへの視点

一方、アジアにおける展開という課題もあります。
アジアに対して省エネルギーで貢献するというのは
国の政策でもあるわけですが、その中で「ビジネス
モデルとしてのESCO」をどうアピールできるか、と
いうことです。アジアでの関心も確実に高まってい
ます。現状ではどうしてもリスキーな面があったり、
こちら側の体力が必要だったりしますけれど、アメ
リカや欧州のESCO事業者が強い関心を示して
いる中で、悠長に状況を見守っているわけにもい
きません。常に状況を分析し、交流をより深めて
いく必要があると思います。
あらゆる面で当協議会の存在は大きいのです。
個々の企業が実績を積み上げることももちろん大
切ですが、広い視野に立ち、ESCO「産業」として
共にアピールしていくことが、今後ますます重要に
なってくると思います。      （2006年8月10日採録）



浅野繁和さん
株式会社名古屋銀行
総合企画部 次長
広報調査グループ兼関連事業室
室長

聞き手AESCO推進協議会事務局
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あさの・しげかず●1978年名古屋銀行入
行。97年、本店営業部第4部部長を経て、
2001年には鳴尾支店支店長。03年より現
職。名古屋銀行の広報活動における企画統
括、及び関連事業室長として関連会社を統
括する。ＥＳＣＯ事業においては、株式会社
トーエネックと名古屋銀行の子会社である株
式会社名古屋リースとのパイプ役として尽力
する。また、3社による新たなビジネスモデル
としてのESCO事業展開を推進している。

「お客様には自信を持ってESCO事業を提案しています。」

ESCO事業導入の背景

――御行は、この高針ビルのESCO事業にお

いて、財団法人省エネルギーセンター主催の

「第1回優良ESCO事業」の銅賞を受賞され

ています。最初にESCO事業導入の経緯につ

いてお聞かせください。

浅野　2002年に、この高針ビルの管理をお願
いしている錦成ビル株式会社さんより、年度の
電気使用量が、省エネ法の第二種エネルギー
管理指定工場（事業場）に該当しますよ、という
ご指摘をいただきました。該当すること自体が問
題だというわけではありませんが、ひとつの基準
として、エネルギー消費を減らすことはできない
かと考えました。そこで、株式会社トーエネックさ
んにきちんと診断調査をしてもらおうと依頼した
のです。その際にトーエネックさんよりESCO事
業についての提案をいただいたのがはじまりで
した。
そこからは正直なところ、ESCO事業とは何かと
いうところからのスタートでした。詳細な省エネル
ギー対策の提案から、事業全体のパフォーマン
スまで、具体的にはパフォーマンス契約とは何
か、削減保証、利益最低額保証といった内容

について、粘り強く説明していただきました。
また、NEDO（独立行政法人新エネルギー・産
業技術総合開発機構）のエネルギー使用合理
化事業者支援事業の存在も事業導入の後押し
をしてくれました。これも申請にあたってはトーエ
ネックさんのご尽力をいただいたのです。

――当ビルの業務の性格上、リスク管理の徹底

など、とりわけ厳密な管理が求められていると思

います。今回の導入にあたってご苦労された点

はありますか。

浅野　おっしゃるように、この高針ビルは、当行
の事務センターとして24時間稼働しています。
例えば財務省の指針でも、銀行の場合、大きな
災害に遭遇しても最低10日間は業務を継続で
きるよう、非常用エネルギーの備蓄などの態勢を
とらなければなりません。銀行には事故による業
務停止はゆるされないのです。
また、私どものような地方銀行というのは、とりわ
け地元の方々の支持がなければ成り立ちませ
ん。このビルは住宅街に位置しますし、騒音、
排ガスなどについても極力抑制することに努めま
した。愛知県、名古屋市というのは全国でもこ
うした規制に厳しいところでもあるのです。

Interview
ESCO for our company
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●名古屋銀行におけるESCO事業形態

本事業の契約はシェアード・セイビングス契約、

期間は11年間。設備の保有者は株式会社名

古屋リースとなり、ESCO事業者である株式会

社トーエネックはリースファイナンスを受け、リース

料を名古屋リースへ支払う。設備の使用者とな

る株式会社名古屋銀行はトーエネックに対し、

ESCO事業のサービス料を月々の経費として支

払う。なお、計測と日常運転管理業務について

は、トーエネックより錦成ビル株式会社に業務委

託するという形態をとっている。

事業をどう評価するか

――準備に2年をかけて04年からの事業開始、

そしてここまでの運用実績をもって、どのように

総合評価されていますか。

浅野　ひとつはパートナーシップの重要さです
ね。オープンにすべきところは徹底的にオープン
にし、議論を重ねることで共同事業としての意
識を高められたことです。これによって事業全
体のパフォーマンスもあがりますし、年間365日
24時間体制の危機管理も徹底することができま
す。これはビル管理会社も含みます。
また、今回の事業導入を検討しているころ、
CSR（corporate social responsibility: 企業の
社会的責任）というのは、社会的にまだまだ浸
透していなかったと思います。ところがここ数年
で状況は大きく変わりました。私どもがこの中部
経済地域で業務用ビルとしていち早くESCO事
業を導入したことは、環境への取り組みとして
予想以上に反響も大きいのです。これは数字
に表すことのできない貢献だと考えています。

●ESCO事業導入によるエネルギーバランス・フロー

また、これは私見ですけれど、実際に地球環境
のことを考えても、一企業が自分の利益だけを
追求する時代は終わったのではないでしょうか。
ESCO事業はそうしたこととも深くつながってい
る、と日々実感しています。

――今回の導入をきっかけとして、御行は

ESCO事業をひとつのビジネスモデルとしてと

らえていると聞いています。

浅野　はい。今回の事業形態である、トーエ
ネックさん、私どもの子会社でもある株式会社名
古屋リース、そして当行の3者で、2年前より
ESCO事業の提案を行っています。このことも
ひとつのメリットと捉えています。
お客様を回って、ESCO事業におけるリース会
社の存在というのはあらためて大きいと思いまし
た。お客様にとって初期費用をどうするか、とい
うのは最も重要な問題だと思います。
また、「では銀行としてどんなメリットがあるのか」
とよく質問されるのですが、融資につながらなけ
ればもちろん直接のメリットはありません。しかし
現在の銀行が最も試されているのは、お客様へ
の提案力なのです。そういう意味では、ESCO
事業は自信を持って提案をすることができます。
また、お客様にとって有効な事業提案をきっか
けとして、継続的な関係性を構築することができ
ます。
課題もあります。お客様には、まず私たち銀行
員が先頭に立って、ESCO事業とは何かという
ことをご説明できないといけません。そのために

株式会社名古屋銀行高針ビル

●主な省エネルギー手法

は私たちはもっと勉強する必要があります。
実際にお客様と接しますと、ESCO事業はまだ
まだスタート地点に立っただけなのだと感じます。
比較的中小規模の工場事業場における事業導
入の可能性のことなど、ESCO事業に関わっ
て、私たちにできることは無限にあるように考え
ています。　　　　　　　（2006年9月14日）

改善前（２００２年度ベースライン）      　　　　　　改善後（２００４年度）  

商用電力 
5,860,578ｋWh 
（57,609,482ＭＪ）

商用電力
1,141,820ｋWh 
（11,224,092MJ）

コージェネレーション
発電+排熱回収 
3,056,731ｋWh 
（30,047,665MJ） 
燃料
857.08KL 
（33,511,828MJ）

削減分

電算機他
1,398,696ｋWh

電算機他
1,398,696ｋWh

空調熱源
1,899,460ｋWh

排熱回収
1,297,050ｋWh

電算機空調機
488,370ｋWh

外気処理空調機
247,295ｋWh

照明
164,730ｋWh

空調熱源
3,196,511ｋWh

電算機空調機
692,040KWh

外気処理空調機
367,295ｋWh

照明
206,037ｋWh

44,735,919MJ

12,873,563MJ

熱ロス

省エネ率 
22.34％

事業外の削減電算機負荷削減353,304ｋＷｈは評価せず

高効率照明器具
への更新

空調機ファンの
インバータ化

外気負荷抑制

コージェネレーション
システム

　

FL40W-3灯を高効率安定器交換
とHf32W-2灯に更新（542セット）

電算機空調機に低ノイズインバー
タを付加し風量制御（12セット）

空調機にエンタルピー比較DDC
制御を導入（4セット）

550kWディーゼル発電機、排ガス
熱を冷水908MJ/hで回収、ジャ
ケット排熱による温水921MJ/hを
空調、給湯に利用（1セット）
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J A E S C O
N e w s  a n d  R e p o r t

ESCO推進協議会 第1回セミナー報告

●プログラム（敬称略）

開会挨拶 ESCO推進協議会　企画委員会委員長
UFJセントラルリース株式会社　ESCO事業部次長　永野敏隆

講演 1 ガス事業の最近の動向
講師：財団法人日本エネルギー経済研究所　戦略・産業ユニット
電力･ガスグループリーダー　長谷川秀夫

講演 2 省エネ対策のステップ～ESCO事業推進のための全体管理法と定量化ツール～
講師：独立行政法人産業技術総合研究所　エネルギー技術研究部門
安全評価グループリーダー　小杉昌幸

講演 3 アジアのESCO事情
講師：株式会社住環境計画研究所　取締役研究室長　村越千春

閉会挨拶 ESCO推進協議会　企画委員会セミナー委員長
株式会社ミューテック　代表取締役社長　杉山利夫

　

2006年 9 月 5 日（火）、梅田スカイビル（大阪市
北区）においてESCO推進協議会2006年度第
１ 回会員対象セミナーが開催された。参加人数
は85名。今回のセミナーは 3 つの講演を柱とし
て、それぞれ限られた時間ではあるが質疑応答
の時間が設けられた。
はじめに、最近の原油価格の高騰を受け、
ESCO事業者にとってエネルギー価格の動向が
重要な関心事となっていることから、財団法人
日本エネルギー経済研究所戦略・産業ユニット
電力･ガスグループリーダー長谷川秀夫氏から、
「ガス事業の最近の動向」と題し講演をいただ
いた。
つづいて、独立行政法人産業技術総合研究
所 エネルギー技術研究部門 安全評価グループ
リーダー 小杉昌幸氏から「省エネ対策のステップ
～ESCO事業推進のための全体管理法と定量
化ツール」と題し、同研究所が開発した温暖化
対策の評価手法、効率データベースに関する研
究成果について講演をいただいた。
最後は、株式会社住環境計画研究所 取締役
研究室長 村越千春氏による「アジアのESCO
事情」である。第 １ 回アジアESCOコンファレン
スで収集した情報と、別途、住環境計画研究所
が独自に収集した最新情報をもとに、アジア諸
国におけるESCO事業の現状紹介、及びこれら
の国においてESCO事業推進に必要な措置に
ついて報告があった。
なお、講師をつとめてくださった長谷川秀夫、
小杉昌幸、村越千春の 3 氏が、協議会の依頼
に応えて講演要旨をお寄せくださった。ここに紹
介したい。

ガス事業の最近の動向
講師◎長谷川秀夫　財団法人日本エネルギー経済研究所　戦略・産業ユニット　電力･ガスグループリーダー

1995年より日本のガス市場は段階的に小売等の自
由化を進めてきたが、その中で、電気や熱エネル
ギーの供給、需要家設備の設置・運用、資金調達
等を含むトータルエネルギーサービスを提供する
ESCO事業は注目されており、ガスの分野では都市
ガス会社が単独、あるいは他エネルギー事業者等と
合弁の形で事業を進めてきた。
ここで、天然ガス（LNG）の動向をみると、原油価格
が最近上昇傾向にある中、LNG価格は石油系の競
合燃料に対して価格優位性が出てきている。ただ
し、将来的には、アジア他国あるいは欧州・米国と
いった地域でLNGの需要増が見込まれる中、わが

国でも戦略的なガス資源の調達および価格面も含
めた安定供給確保が求められている。
ESCO事業とガス事業（制度）の関係でみると、
①コージェネレーションシステム（CGS）など需要家側
のガス工作物以降の取引（熱、電気）と、規制・非規
制が並存するガス取引との関係　
②ガスの商流においてESCO事業者が介在する場
合、燃料供給者とESCO事業者との資本関係、需
要家設備（CGS等）の所有形態（例：需要家のオフ
バランスニーズにもとづくESCO事業者による設備
所有）による「ガスの供給」の解釈
などが今後の論点となりうる。
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省エネ対策のステップ ESCO事業推進のための全体管理法と定量化ツール
講師◎小杉昌幸　独立行政法人産業技術総合研究所　エネルギー技術研究部門　安全評価グループリーダー

産総研エネルギー技術部門では、温暖化対策評価
法、効率データベースに関する研究成果をまとめ、
複数施設を保有する自治体・企業等における「温暖
化対策のマネージメント方法」と、対策導入における
「判断指標（定量化ツール）」を構築した。ここでは、
企業・自治体の温暖化対策・省エネ対策の推進を
図るため、全体を包括的かつ継続的に管理する方
法を提供している。提案「指標」を用いて対策導入
の順番やその効果の大きさを定量的に評価できるた
め、ESCO事業の対象を効果的に絞り込むことがで
きる。また、対策導入後の効果も同じ指標で点検で
きるため、ESCO事業などの効果を客観的に評価で

きる。
この方法では、例えばある自治体の「図書館」が他
の自治体に比べてエネルギー消費効率が良いのか
悪いのか、つまり、CO2の排出が多いのか少ないの
か、また、対策導入後にどれだけ効率改善したの
か、産総研データベースと比較した指標を判断材料
にできる。
このように、今回の講演では温暖化対策への取り
組みの推進を目的に、効率や効果の定量ツールを
用いて容易に全体管理し、自治体・企業等における
「温暖化対策実行計画」を策定できる方法論を紹介
した。

アジアのESCO事情
講師◎村越千春　株式会社住環境計画研究所　取締役研究室長

ESCOは世界40か国以上で行われており、国際市
場が形成されつつある。アジアでも多くの国で
ESCO事業が始められようとしている。アジアの国々
の多くは我が国同様、1990年代にESCO事業を導
入し始めた。現在は日本、韓国、中国、タイ、インド、
台湾などでESCOの市場が形成されつつある。同
時に、マレーシア、フィリピン、インドネシア、ベトナム、
ラオス、モンゴルなどではESCOへの関心が高まり
つつある。このような状況の中で、昨年、第 1 回ア

ジアESCOコンファレンスをバンコクで行い、大きな反
響を呼んだ。
ここでは、アジアESCOコンファレンスで収集した情
報と、当研究所が新たに収集した最新情報をもと
に、ESCO市場形成が進行しつつある中国、タイ、イ
ンドを中心に、今後開発が期待されるマレーシア、
フィリピンの近況を含め、ESCO事業の現状と、アジ
ア諸国でのESCO事業推進に必要な措置について
解説した。

2006年 9 月 5 日、2006年度第 2 回
ESCO推進協議会理事会が開催され
た。
理事会では、理事会社の人事異動に伴
う理事交代の紹介、新規入会審査、各
委員会（広報・コンファレンス委員会、企
画委員会）の活動報告が行われた。そ
の後、理事会直轄で組織された長期ビ
ジョン検討委員会から、ESCOの定義、
事務局の運営方法について中間報告が
あった。

企画委員会では、2006年 6 月 7 日（火）～8 日
（水）の 2 日間、東京都内の有明ベイワシントン
ホテルにてESCO推進協議会初の試みとして
宿泊研修会を開催した。
約35名の参加者は、「計測・検証」「税務･会
計・ファイナンス」「補助金申請」「営業」「公募
案件」「契約・保険」の 6 つのセッションにおい
て、セッションリーダーを中心に熱心な討議を
行った。
参加者からは「非常に有意義であった」「ESCO
業界の課題が見えた」「他社との意見交換がで
きてよかった」「定例化して欲しい」「すべての

セッションに参加したかった」「今後の企業戦略
に有効な機会と捉えている」などの評価を受け
ることができた。
研修会では、会員各自が積み重ねてきた経験、
知恵、問題、疑問などを率直に相互に交換する
ことができ、今後の会員同士の交流やビジネス
展開に、戦略性、効率性と広がりを与えられる
のではないかと期待している。企画委員会で
は、来年10月（予定）、第2回研修会開催に向
けて、すでに検討をはじめている。今回参加さ
れなかった会員の方も、次回はぜひ参加くださ
ることをお願いしたい。

2006年度 宿泊研修会報告 短信

第2回理事会報告永野敏隆　ESCO推進協議会　企画委員会委員長　UFJセントラルリース株式会社　ESCO事業部次長
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J A E S C O
N e w s  a n d  R e p o r t

産業部門、再び攻勢に

2005年度におけるESCO推進協議会会員が実
施したESCO事業実績を取りまとめた。
省エネルギー改修工事の契約総額は、1998年
度の170億円に対し、03年度は557億円、04年
度は374億円と前年比で減少したものの、05年
度は497億円と前年に対し33％増加している。
契約件数では、04年度は業務用693件、産業
用359件に対し、05年度は同400件、469件と、
前年比で業務用の件数が減少する一方で、産
業用の件数は増加している。
省エネルギー改修工事のうち、パフォーマンス契
約を含む工事をESCO事業とみなすと、パ
フォーマンス契約の受注金額は、98年当初から
年々倍々ゲームで増加、特に03年度は対前年
2.5倍と高い伸びで、受注金額は合計353億円
に達した。04年度の受注金額は、172億円と前
年比で減少しているが、これは原油価格の高
騰に伴い、熱源変更を伴う大規模な工事である

石油コージェネレーションの導入が少なくなったこ
とにより、特に産業部門の受注金額の減少が
大きな要因の一つと考えられる。
05年度の受注金額は、303億円と03年度の水
準には及ばないものの、前年比で77％の増加
を示している。業種別では、業務部門が全体
の26％で79億円、産業部門が74％で224億円
と、前年に対し業務部門の受注金額が6％減少
している一方、産業部門は2.6倍の伸びを示し
ている。特に産業部門は、03年度に近い水準
まで増加している。
05年度の1件あたりのプロジェクト金額は、前年
に対し業務部門では1.4倍に増加、産業部門
では2.0倍に増加している。

市場規模、ESCO事業者は着実に増加

我が国のESCO事業の市場規模は、原油価格
等の動向により特に産業用のマーケットが近年
影響を受けて増減しているものの、98年当初か

2005年度ESCO市場規模調査結果から
2005年度におけるESCO事業実績は、さまざまな面で上昇傾向を示し、市場規模の着実な成長をうかがわせた。

事業者数も毎年増加し、ESCO事業の裾野は拡大しつつある。

ら見た場合には、ベースとしてのESCO事業の
マーケットは着実に増加していると見ることができ
る。
省エネルギー改修工事の資金の内訳をみると、
ESCO事業者の資金が最も多く56％を占め、以
下リースが21％、事業主の資金が14％、補助
金が9％の順である。省エネルギー改修工事の
約1割に、国の補助金が活用されている。
今後の見通しについては、05年度を1.00とす
ると、07年度は1.11と、今後とも伸びが見込ま
れている。
なお、ESCO推進協議会会員の中で、パフォー
マンス契約を行っている事業者数は、98年当初
は7社であったが、毎年新規にESCO事業に進
出する事業者が増加し、04年度は累積で52社
にのぼり、ESCO事業の裾野は拡大しつつある
といえる。
（文責：ESCO推進協議会　増田貴司）
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ESCO事業導入の経緯

横浜市では、昭和40、50年代前後に建設した
公共建築物が、今後大量に老朽化の時期を迎
えるにあたって、①経年劣化した設備機器の改
修・更新工事や老朽化に伴って増加する光熱
水費が財政上の負担となること、②老朽化した
設備機器のエネルギー効率の低下が環境負荷
の増大（CO2排出量増）を招くこと、などの課題
を解決するため、民間の資金とノウハウを活用
したESCO事業を積極的に導入することとした。
2003年度にモデル事業として、「恩賜財団済
生会横浜市南部病院」にESCO事業を導入し、
04年度には「横浜市公共建築物ESCO事業導
入計画」を策定、19建物への「民間資金活用
型」ESCO事業導入計画を立て、順次導入を
図っている。
06年9月現在、「導入計画」に基づき5事業（10
建物）について、民間資金活用型ESCO事業
を実施または公募しており、1事業（1建物）に自
己資金型ESCO事業を導入している。今回、
本市の第１号事業である横浜市総合リハビリ
テーションセンター等ESCO事業（横浜市総合リ
ハビリテーションセンター、障害者スポーツ文化セ
ンター横浜ラポール、横浜市総合保健医療セン
ターの3施設）について事業内容を紹介する。
なお、当該事業のESCO事業者とは、議会承
認、補助金交付決定後、契約を締結し、06年4
月からESCOサービスを開始している。事業の
概要は表のとおりである。

本事業の特徴

本ESCO事業の特徴として上げられるのは、公
募3施設の立地条件が他に見られないことと言
える。敷地は、鶴見川の多目的遊水地内にあ
り、建物は、人口地盤上に3施設を隣接して配
置し、建築基準法上は1建物となっている。各
施設は、地下駐車場を共有しており、建物間の
連携がしやすい状況となっている。省エネル
ギー改修の内容は、3施設のエネルギー需要の
ピークが異なることに着目し、各施設間でエネル
ギー（電気、熱）を融通しあうことでエネルギー使
用効率を高め、大きな省エネルギー率、大幅な
光熱水費の削減を可能としている。施設の立

地条件を最大限に活かした提案として、審査委
員会において最も評価された点である。エネル
ギーの融通イメージは図のとおりである。

おわりに

本ESCO事業は、順調にサービスを開始した

自治体とESCO事業④　神奈川県横浜市

エネルギーの施設間融通により、効果的な省エネルギーを実現
神奈川県横浜市まちづくり調整局保全推進課

中川　稔

が、これから長い期間安定した稼動を確保して
いく必要がある。そのためには、施設管理者、
事業者、本市が一体となってESCO事業を進
めていくことが重要であり、今後も、良好な関係
を継続していくことに努力していきたいと考えて
いる。なお、応募にあたって、多大なる労力と貴
重な提案をいただいた関係各社に感謝したい。

1　事業名 横浜市総合リハビリテーションセンター等ESCO事業
 （新横浜地区3施設ESCO事業）

2　事業者 株式会社エネルギーアドバンス、三機工業株式会社、川本工業株式会社
 株式会社山下設計、東京ガス株式会社

3　契約期間 2005年9月15日から2015年3月31日まで

4　省エネ改修等の概要 ○省エネルギー率 18.2％
 ○CO2削減率 30.5％
 ○光熱水費ベースライン 244,757千円/年（消費税込み）
 ○光熱水費削減予定額 76,350千円/年（消費税込み）
 ○主な改修項目
 ・エネルギーの面的融通（電気、熱エネルギーの建物間有効利用）
 ・高効率ガスコジェネレーションシステムの導入
 ・高効率型吸収式冷温水機、排熱投入型高効率吸収式冷温水機の導入
 ・高効率小型貫流ボイラーの導入
 ・空調機、ポンプのインバーター化
 ・高効率インバーター照明の導入
 ・蒸気配管の保温強化、節水器具の設置、省エネＶベルト

■事業概要

横浜ラポール 横浜ラポール

保健医療センター 保健医療センター

リハビリテーションセンター

ESCO
導入後契約
電力の低減
(800kW)

●電気　負荷パターンが異なる「ラポール」と「リ
ハビリテーションセンター」で受電統合し、リハビ
リテーションセンターに設置された350kWのCGS
で発電した電力を、両施設間で融通することで、契
約電力を大幅に削減する（1,600kW→800kW）。

●熱　熱は3施設で融通し、CGS排熱を3施設の冷
暖房に利用する。また、負荷の少ない夜間は「総合
保健医療センター」の既設ヒートポンプチラーで「リ
ハビリテーションセンター」の負荷を賄う。

350kWの
CGS導入

350kWの
CGS導入

発電電力
の融通

ラポール
リハビリ
一括受電

単独受電

リハビリテーションセンター

面的融通の内容

■図1　面的融通システムの構築（電気） ■図2　面的融通システムの構築（熱）

プール加温に利用（中間期）

冷暖房に利用 （既存）
電気式冷温水
発生機の
有効活用

熱負荷に応じた
最適運転

夜間の空調
負荷対応
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正会員

三菱重工業株式会社
機械・鉄構事業本部　環境ソリューション部　部長　有馬 雅人
〒108-8215　東京都港区港南2-16-5
Tel. 03-6716-3700　Fax. 03-6716-5847

賛助会員

日揮プランテック株式会社
ファシリティソリューション部　部長　佐藤 典男
〒233-0008　神奈川県横浜市港南区最戸1-13-10（日揮7号館）
Tel. 045-743-3418　Fax. 045-743-3409

コスモエンジニアリング株式会社
企画部技術グループ　担当次長　草野 伸介
〒140-0002　東京都品川区東品川2-5-8　天王洲パークサイドビル
Tel. 03-5462-0174　Fax. 03-5462-0159

株式会社アクアシステム
代表取締役　社長　和田 利勝
〒192-0906　東京都八王子市北野町567-19
Tel. 042-631-1245　Fax. 042-645-6787

　

J A E S C O
information

事 務 局 か ら

本号Topicsでは、株式会社住環境計画研究所所長であり、当協議会の副
会長である中上英俊氏へインタビューし、今後のESCO事業の展望とし
て、広くESCOを取り巻く環境や、海外、とりわけアジアへの展開などにつ
いてうかがいました。
Interviewは、昨年度から財団法人省エネルギーセンターで始めた第1回優
良ESCO事業で「銅賞」を受賞された名古屋銀行のESCO事業を紹介しま
した。銀行とESCO事業者の信頼によりESCO事業を構築した好例といえ
ます。
News and Report/JAESCOでは、6 月 7､8 日に開催した初の試みである
宿泊研修会を報告しました。参加者からは、大変有意義であり来年度以降
もぜひ開催を、と希望する声が多く寄せられました。また、9 月 5 日に大阪
で開催した会員向けセミナーでは、財団法人日本エネルギー経済研究所の
長谷川秀夫氏より「ガス事業の最近の動向」、独立行政法人産業技術総合
研究所の小杉昌幸氏からは「省エネ対策へのステップ～ESCO事業推進の
ための全体管理法と定量ツール～」、そして株式会社住環境計画研究所の
村越千春氏からは「アジアのESCO事情」と、3 つのテーマで講演いただき、
いずれも大変参考になるお話でしたが、参加者数が85名と少なかったこと
は残念なことでした。また 3 氏は、ご多忙の中、本紙のために講演概略も
お寄せくださいました。ここに重ねてお礼申し上げる次第です。
News and Report/ESCOs では、05年度のESCO市場規模調査結果を
報告しています。市場規模は、石油価格高騰の影響で石油コージェネレー
ションの落ち込みを主要因とし04年度に初めて落ち込みましたが、05年度
は過去最高であった03年度の 9 割まで回復しました。
今年度もほぼ半ばとなり、当協議会のメイン行事である「第 6 回コンファ
レンス」がいよいよ11月 7 日に日経ホールで開催されます。昨年度から単
独開催としては 2 回目となりますが、今後のESCO事業の展開をともに考え
る意味でも、多くの方々の参加を期待しています。（高橋）

（06年9月未現在　正会員：77、賛助会員：54、特別会員：6、計137）

●ESCO推進協議会／今後の予定

日時 2006年11月7日（火）10:00～17:30

会場 大手町日経ホール（定員500名）

東京都千代田区大手町1-9-5　日本経済新聞社8階

テーマ 「新たなエネルギーサービスの創造～ESCOの新しいチャレ

ンジ～」

参加費 無料　資料代は 1部3,000円（会員は無料）

◎プログラム　　　　　

1.業務部門におけるESCO事業の市場拡大に関する課題、展望、要望

【事例発表】株式会社トーエネック、株式会社サンコーシヤ、

日本工営株式会社、ＵＦＪセントラルリース株式会社

セッションリーダー◎株式会社ファーストエスコ　筒見憲三氏

2.基調講演　「資源をめぐる自由と規制の絡み合い」

評論家・秀明大学学頭　西部邁氏　

3.産業部門におけるESCO事業の市場拡大に関する課題、展望、要望

【事例発表】株式会社グンゼ開発、株式会社ファーストエスコ、

株式会社日立製作所、

関電ガス・アンド・コージェネレーション株式会社

セッションリーダー◎東京ガス株式会社　笹山晋一氏　　

4.公共部門におけるESCO事業の市場拡大に関する課題、展望、要望

【事例発表】株式会社山武、株式会社エネルギーアドバンス、

株式会社ガスアンドパワー、

日本ファシリティ・ソリューション株式会社

セッションリーダー◎財団法人省エネルギーセンター　乾久人氏　

第6回コンファレンス

第2回会員対象セミナー

日時 2006年12月5日（火）　13:30～17:00

会場 ホテルアジュール竹芝　飛鳥の間

東京都港区海岸1-11-2

テーマ 「アジア太平洋LNG市場の動向」（石井彰氏講演）

ほか2テーマの講演を予定

●第2回アジアESCOコンファレンスのお知らせ

昨年10月にバンコクで開催した第1回アジアESCOコンファレンスは成功裡に幕を
とじました。この成功を受け、第2回のコンファレンスを企画しています。来年は、
日中省エネ環境フォーラムが9月に北京で開催される見通しで、これに合わせてア
ジアESCOコンファレンスを開催しようと考えています。
日中省エネ環境フォーラムは大臣クラスも出席する大きなイベントで、今年は5月に
東京で開催されました。同時開催とすることで、日中両国から多くの参加者を期
待することができると考えています。

第1回アジアESCOコンファレンス


